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１．はじめに１．はじめに１．はじめに１．はじめに        

半無限領域で定義される移動境界値問題は、多くの現実の問題に現れる。無限領域の問題の解法は大別して

２つの方法が考えられる。第１の方法は外部境界が遠くではあるが有限の距離に固定し、その境界までの領域

だけを離散化するものである。この方法は、多数の離散点が必要であり、また十分遠い所としてどの程度の距

離の所を選べばよいかという問題が生じるが、実際的な解法としてよく用いられる。第２の方法は、直接的に

無限遠に広がる領域を扱うものである。ここでは、後者の方法を取り上げ、移動境界値問題を対象にした半無

限領域を有限領域に写像する方法の適用可能性の基本的な検討を行った。 

２．写像２．写像２．写像２．写像        

半無限領域 ( )∞<≤ x0 を有限領域 ( )10 <≤ ξ に写像する方法に指数写像(exponential map)と代数写像

(algebraic map)を用いる１）。 
   指数写像： Lxe −−= 1ξ  ･･････（１）      代数写像： ( )xLx +=ξ  ･･････（２） 
 ここで、Lは 1=ξ への収束の度合いを表す尺度であり、その様子を図‐１および図‐２に示す。この図より、

Lの値が小さい程 1=ξ への収束は早く、また L =一定では、指数写像の方が代数写像よりも 1=ξ への収束が早

いことがわかる。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図‐１（ xとξ の関係、指数写像）        図‐２（ xとξ の関係、代数写像） 
３．３．３．３．移動境界値問題への適用移動境界値問題への適用移動境界値問題への適用移動境界値問題への適用    

解析モデルを図‐３に示す。支配方程式および境界条件，連続条件を以下のようにおく。ただし、式（９）

に用いられている LH は潜熱を表している。 

支配方程式： 
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境界条件： 111 0 Tx =⇒= θ  ･･････（５） 222 Tx =⇒∞= θ  ･･････（６） 
連続条件： ( ) mTthx =⇒= 11 θ  ･･････（７） mTx =⇒= 22 0 θ  ･･････（８） 
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 図‐３（解析モデル） 
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 式（３）および式（４）の解法には、空間領域を選点法２）を用いて、時間領域を Crank-Nicolson差分式を

用いてそれぞれ離散化させる。そこで、写像変換するための式を以下のようにおく。 

   １層目： ( )thx1=ξ  ･･････（10）      ２層目： Lxe 21 −−=η     ･･････（11） 
これを用いて式（３）および式（４）を変換する。ただし、 ( ) ( ) ( ){ } ttththth ∆∆−−=& とする。 

   １層目：
( )

( )
( ) ξ

θξ
ξ
θθ

∂
∂

+
∂
∂

=
∂

∂ 1
2
1

2

2
11

th
th

th
a

t

&
                    ･･････（12） 

  ２層目： ( ) ( )
η
θη

η
θηθ

∂
∂







 −−+

∂
∂

−=
∂

∂ 22
2
2

2
2

2
22 11

L
ath

LL
a

t
&             ･･････（13） 

ここで式（12）および式（13）には ( )th および ( )th& が含まれているため、 t∆ 後の１層目の厚さ hについて推定

する必要がある。式（９）を用いて厚さ hについて推定することができる。なお、この推定した値については

収束するまで繰り返し計算を行い、ある程度収束した値を t∆ 後の１層目の厚さ hとして決定している。 

４．計算例４．計算例４．計算例４．計算例    

 計算に用いた値は、 1a =4.53 × 10-3[m2/hour], 2a =4.73 × 10-4 [m2/hour], 1T =-20[℃ ] , 2T =10[℃ ], 

mT =0[℃], 1λ =1.91[kcal/(m･hour･℃)], 2λ =0.48[kcal/(m･hour･℃)], LH =8.08× 104 [kcal/m3]である。さら

に、選点数を 11 個、 t∆ =24[hour]においている。図‐４および図‐５は、指数写像および代数写像の結果を

示している。これによれば Lの値によらず厳密解３）に一致することがわかった。また、図‐６および図‐７

は選点数を 11 個、 L =1.0 においた場合の t∆ の値による変化を示している。この場合についても t∆ の値によ

らず厳密解に一致することがわかった。 

 

 

 

 

 

 

 

   図‐４（ Lを変化させた場合、指数写像）     図‐５（ Lを変化させた場合、代数写像） 
 
 
 
 
 
 
 

図‐６（ t∆ を変化させた場合、指数写像）     図‐７（ t∆ を変化させた場合、代数写像） 
５．まとめ５．まとめ５．まとめ５．まとめ    

 本研究では、半無限領域で表された移動境界値問題において有限領域に写像させた解法の応用例として氷の

生成について検討してみた。これによると指定する近似解法は良好な結果を与えることが証明された。 
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